別記様式第１号（第６関係）

令和７年度　林野火災予防緊急対策
事業選定交付申請書

（文書番号がない場合には削除）
〇〇番〇〇号
令和〇年〇月〇日

一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿

所在地
申請者名
代表者名

　林野火災予防緊急対策について、下記のとおり事業を実施したいので、助成金◯◯◯円の交付を申請します。

記

１．公募要領に定める交付申請資格を満たしています。
２．公募要領に記載された条件を全て理解の上で、事業選定交付申請書を提出します。
３．事業の実施内容及び計画等は以下のとおりです。
・事業計画書（別記様式第１号―別紙１及び２）
・添付書類
①申請者の概要資料
②経費の積算根拠の確認資料
③環境負荷低減の取組に関するチェックシート（別記様式第１号―別紙３）
④実証事業の補足説明資料（任意）
⑤誓約書（別記様式第２号）


（別記様式第１号「交付申請書」―別紙１）
事業計画書
１　申請者の概要
	組織名
	

	代 表 者
	

	所 在 地
	住　所
	〒

	
	TEL/FAX
	／

	主な
事業内容
	

	担 当 者
	事業実施
担当者
	役職
	

	
	
	氏名
	

	
	
	Ｅ-mail
	


※複数の申請者が共同申請を行う場合は、上表をコピーして申請者ごとに記入すること。

２　事業の内容及び計画
	①実証事業の名称
	

	②実証事業者の名称
	

	③実証事業者の構成員
	市町村　　　〇〇〇〇
林業関係者　〇〇〇〇
消防関係者　〇〇〇〇
その他　　　〇〇〇〇

	④事業実施期間
	令和〇年〇月〇日　～　令和〇年〇月〇日

	⑤実証事業に取り組む背景、理由
	

	⑥事業内容
	

	⑦事業スケジュール
	※必要に応じて、スケジュール表も資料として添付のこと

	⑧期待される成果
	

	⑨　③の市町村における近年の林野火災発生状況
	

	⑩　③の市町村における林野火災予防・消防対策の現状と課題
	

	⑪　③の市町村において林野火災発生後に新たに採られた林野火災予防・消火対策
	


記入に当たっては、公募要領p８の３）事業選定交付申請書の記入留意事項を十分踏まえること

３　事業費及び負担区分 
	事業費

（Ａ+Ｂ）
	負担区分
	備 考

	
	助成金
（Ａ）
	自己負担
（Ｂ）
	

	円
	円
	円
	


（注１）助成金は、算出した額（税込）に100/110を乗じた税抜き額とする（消費税仕入控除税額が消費税額相当の場合）。
（注２）自己負担は事業費から助成金を減じた額。
（注３）消費税は自己負担額に含まれる。
（注４）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入すること。
（注５）消費税仕入控除税額を減額した場合の減額した金額は、消費税額と一致する場合が多い。

４　収支予算
（１）収入の部
	区　　分
	予算額
	備考

	
	
	

	全林協助成金
	円
	


	申請者負担金
	円
	

	計
	円
	


（注１）助成金は、算出した額（税込）に100/110を乗じた税抜き額とする（消費税仕入控除税額が消費税額相当の場合）。
（注２）自己負担は事業費から助成金を減じた額。
（注３）消費税は自己負担額に含まれる。
（注４）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入すること。
（注５）消費税仕入控除税額を減額した場合の減額した金額は、消費税額と一致する場合が多い。

 （２）支出の部
	経費
	金額（円）
	内訳（積算基礎）

	
	
	

	１　謝金（外部技術者）

２　賃金（作業者）

３　技術者給（技術者）

４　旅費（外部技術者と技術者、作業者。ただし宿泊費は外部技術者及び技術者）

５　需用費
（レンタカー利用に伴う燃料代など）

６　役務費
（通信運搬費など）

７　使用料及び貸借料
（機器借上げ費、レンタカー利用料など）

８　委託費


	
	※単価と人数を記入

※単価と人数を記入

※単価と人数を記入

①交通費
②宿泊費


※細目と金額を記入


※細目と金額を記入


※細目と金額を記入


上記１～７の経費のうち該当するものの項目と金額を記入

	合　　計
	円
	


※積算にあたっては、公募要領p4の（３）助成対象経費を参照のこと
※複数の申請者が共同申請を行う場合は、上表「（２）支出の部」には合計を記入し、同様式をコピーして各申請者の内訳を添付すること。

５　事業の完了予定年月日　　令和　　年　　月　　日
（事業の完了等により、「実績報告書」等の提出が可能と予想される月日）

添付書類

①申請者の概要資料
・市町村以外の場合は、事業の内容がわかる資料、パンフレット等。
②経費の積算根拠の確認資料　
　※複数の申請者が共同申請を行う場合は、申請者別に整理した上でまとめて提出すること
■謝金・賃金・技術者給
・事業選定交付申請者の謝金、賃金、技術者給等の内規（それぞれ経費として計上がある場合）
■旅費
・公共交通機関利用の場合は、移動区間の内容（別記様式第１号「交付申請書」別紙２）
・自動車利用の場合は、移動区間の内容（別記様式第１号「交付申請書」別紙２）と、距離・経路の算出根拠として経路検索結果（Googleマップなど）
・宿泊を伴う場合は、勤務する事務所から市町村役場までの距離（60㎞以上）の証明資料
（距離・経路の算出根拠として経路検索結果（Googleマップなど））
■需用費
・レンタカー利用に伴う燃料代等の証明資料
■役務費
・通信運搬費等の証明資料
■使用料及び貸借料
・「レンタカー利用料」「機器借上げ料」等の見積書等、利用・借上げ料額が分かるもの
■委託費
・委託契約書（案）の写し（費用の内訳が分かるもの）
③環境負荷低減の取組に関するチェックシート（別記様式第１号「交付申請書」別紙３）
④実証事業の補足説明資料（任意）
⑤誓約書（別記様式第２号）


（別記様式第１号「交付申請書」―別紙２）
移動区間の内容
公共交通機関利用の場合
	①外部技術者
②技術者
③作業者
の区分
	起点
■技術者（勤務する組織名と勤務場所の最寄り駅）
■作業者（自宅の最寄り駅）
	終点
（名称と最寄り駅)
	利用する交通機関
（例：バス、私鉄、ＪＲ、航空機）
	人数

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　


自動車利用の場合
	①外部技術者
②技術者
③作業者
の区分
	起点
■技術者（勤務する組織名と勤務場所の住所）
■作業者（自宅の住所）
	終点
（名称と住所)
	距離（km）
	人数

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　


（注１）公共交通機関と車の双方を利用する場合は、上記２種類の表を使って記入すること。
（注２）同一経路による移動を繰り返す場合は、該当する日と日数を欄内にまとめて記載することができる。
（注３）自動車利用において「人数」は運転をする者の人数で、１台当たり１名（同乗者は含まない）。

（別記様式第１号「交付申請書」―別紙３）
環境負荷低減の取組に関するチェックシート
	実施事項
	事業内容に
該当しない☑
	申請時
実施する
☑
	報告時
実施した
☑

	１　適正な施肥
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討する。
	
	
	

	２　適正な防除
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討する。
	
	
	

	３　エネルギーの節減
①　オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める。
	
	
	

	②　省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明・空調の利用節減、ウォームビズ・クールビスの実施、燃費効率のよい機械の利用等）を検討する。
	
	
	

	③　環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討する。
	
	
	

	４　悪臭及び害虫の発生防止
悪臭・害虫の発生防止・低減に努める。
	
	
	

	５　廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分
①　プラスチック等の廃棄物の削減に努め、適正に処理する。
	
	
	

	②　資源の再利用を検討する。
	
	
	

	６　生物多様性への悪影響の防止
①　生物多様性に配慮した事業実施に努める。
	
	
	

	②　排水処理に係る水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）を遵守する。
	
	
	

	７　環境関係法令の遵守等
①　みどりの食料システム戦略（令和3年5月12日付農林水産省・みどりの食料システム戦略本部決定）を理解する。
	
	
	

	②　関係法令※を遵守する。
	
	
	

	③　環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める。
	
	
	

	④　機械等の適切な整備と管理に努める。
	
	
	

	⑤　正しい知識に基づく作業安全に努める。
	
	
	


※関係法令
・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和54年法律第46号）（省エネ法）
[bookmark: _Hlk37257696]・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）（グリーン購入法）等
別記様式第２号（第６第３項関係）



誓　約　書




○○○○（事業選定交付申請者）は、一般社団法人 全国林業改良普及協会（以下、全林協）が実施する令和７年度林野火災予防緊急対策による助成を受けるに当たって、以下のことを誓います。


① 交付規程及び公募要領に定める助成対象事業の条件を満たすとともに、それぞれで定められている規定を遵守します。
② 事業選定交付申請書及び実績報告書等、全林協に提出する書類等は、事実に忠実に記載します。
③ ①及び②について、それを証明する資料について全林協から要請があれば提出します。

④公募要領に定める他の助成事業との重複について、助成される費用と同趣旨の費用について他の公的助成金等の併用は行いません。



令和　年　 月　 日

一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　 殿



所　在　地
組　織　名
代表者氏名


別記様式第３号（第８関係）
全林協第〇〇〇号
令和〇年〇月〇日
〇〇〇〇　様　


一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　
(　公　印　省　略)

[bookmark: _Hlk161303942]令和７年度林野火災予防緊急対策
助成金の交付決定の通知について
[bookmark: _Hlk162460253]令和〇年〇月〇日付け第〇号をもって事業選定交付申請のあった令和７年度林野火災予防緊急対策の実証事業については、令和７年度林野火災予防緊急対策助成金交付規程第８の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知する。
記

１　助成金の額は、次のとおりとする。ただし、助成事業の内容が変更された場合は、別に通知する額とする。

助成事業に要する経費　　　　　　　　  金　〇〇〇〇円
[bookmark: _Hlk169011075]助成金の額　　　　　　　　　　　　 　 金　〇〇〇〇(税抜き価額)

[bookmark: OLE_LINK2]２　申請者は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）」、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）」、及び「農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）」、「林野火災予防緊急対策事業費補助金等要綱（令和７年12月16日付け7林整研第217号農林水産事務次官依命通知）」、林野火災予防緊急対策実施要領（令和７年12月16日７林整研第234号林野庁長官通知）、令和７年度林野火災予防緊急対策助成金交付規程（令和８年３月一般社団法人全国林業改良普及協会）、令和７年度林野火災予防緊急対策公募要領（令和８年３月一般社団法人全国林業改良普及協会）及びその他の法令に従わなければならない。

別記様式第４号（第11第３項関係）

令和７年度林野火災予防緊急対策
契約に係る指名停止等に関する申立書

（文章番号がない場合には削除すること。）
　番　　号
年  月  日

 
〔助成対象者〕　殿　


                                      所   在   地
                                      商号又は名称
                                      代表者氏名 


当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加又は申込みに当たって、当該契約の履行地域について、現在、農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。
　また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。



（注）１　○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。
２　この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。
ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局を含む。
３　「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者であって、その命令の同一事案において他者が農林水産省の機関から履行地域における指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。
なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した場合は、この限りでない。

別記様式第５号（第13関係）

令和７年度　林野火災予防緊急対策
変更等承認申請書

（文章番号がない場合には削除すること。）
番          号
年　　月　　日


一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿

                                　　　所在地
                              　　　　助成対象者
                                　　　代表者氏名 　　　　　　        


[bookmark: _Hlk163816864]令和　　年　　月　　日付け第○○号（文書番号のない場合は削除）をもって交付申請した事業について、別紙（注１）のとおり○○（注２）したいので、令和７年度林野火災予防緊急対策助成金交付規程第13の規定に基づき申請します。



（注１）別紙とは、当初提出した別記様式第１号を「変更」、「中止」、「廃止」のいずれかによって修正を行ったもの。

（注２）○○については、変更の場合は「変更」、中止の場合は「中止」、廃止の場合は「廃止」とする。


別記様式第６号（第15関係）

令和７年度林野火災予防緊急対策
遅延等届出書
（文章番号がない場合には削除すること。）
番　　　　　号
年　　月　　日
一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿
所在地
助成対象者
代表者氏名

令和　　年　　月　　日付け第○○号をもって助成金の交付決定通知のあった事業について、下記の理由により（予定の期間内に完了しない・または遂行が困難になった）ため、令和７年度林野火災予防緊急対策助成金交付規程第15の規定により届け出ます。

記

１　補助事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由

２　助成事業の遂行状況
	

総事業費


	事　業　の　遂　行　状　況
	

備考



	
	◯年◯月◯日までに
完了したもの
	◯年◯月◯日以降に
実施するもの
	

	
	事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了
予定年月日
	

	         円
	        円


	       ％


	       円


	


	




（注１）１については、（予定の期間内に完了しない・遂行が困難となった）の該当するものを選択して記載。
（注２）２については、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載することとし、「◯年◯月◯日以降に実施するもの」欄は、完了時期を延期して事業を継続したい場合のみ記載すること。

別記様式第７号（第16関係）

令和７年度　林野火災予防緊急対策
事業遂行状況報告書

（文章番号がない場合には削除すること。）
番          号
年　　月　　日

一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿
                                　　　所在地
                              　　　　助成対象者
                                　　　代表者氏名 　　　　　　        

　令和　　年　　月　　日付け第○○号をもって助成金の交付決定通知のあった事業について、令和７年度林野火災予防緊急対策助成金交付規程第16の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告します。

記

	総事業費
	事業の遂行状況

	
	○年○月○日までに
完了したもの
	○年○月○日以降に
実施するもの

	
	事業内容
	事業費
	出来高比率
	事業内容
	事業費
	事業完了
予定
年月日

	円


	
	円


	      ％
	
	円


	




  （注）「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。


別記様式第８号（第17第１項関係）

令和７年度林野火災予防緊急対策
助成金概算払請求書

（文章番号がない場合には削除すること。）
　番　　号
年  月  日

一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名 　　　　　　         


  　年　月　日付け　　全林協第　　号をもって助成金交付決定の通知があった令和７年度林野火災予防緊急対策について、下記により金　　　　円を概算払によって交付されたく請求します。

１　概算払を請求する理由
　　　　　(例)営利を目的としない団体であり、自己資金では本事業を円滑に実行できないため

２　事業実行状況
年　　月　　日　現在
	助成事業に要する経費
	助成金
(A)
	既受領額
(B)
	今回請求額
(C)
	残額
(A)-(B)-(C)
	事業完了予定年月日
	備考

	
	
	金額
	出来高
	金額
	　月　日までの予定出来高
	金額
	　月　日までの予定出来高
	
	

	（円）
	（円）
	（円）
	（％）
	（円）
	（％）
	（円）
	（％）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



別記様式第９号（第18第１項関係）

令和７年度林野火災予防緊急対策
実績報告書
（文書番号がない場合には削除）
　　番　　号
令和　年　月　日

一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿
                                　　　所在地
                              　　　　助成対象者
                                　　　代表者氏名 　　　　　　        

　◯◯年◯月◯日付け◯◯第◯◯号をもって助成金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容（または変更承認内容）に従い実施したので、令和７年度林野火災予防緊急助成金交付規程第18第１項の規定に基づき、その実績を報告します。

記

１　事業の内容及び実績
２　事業費及び負担区分
３　収支精算
４　事業完了（予定）年月日等
５　添付書類

１　事業の内容及び実績

	①実証事業の名称
	

	②事業者の名称
	

	③事業者の構成員
	地方自治体　〇〇〇〇
林業関係者　〇〇〇〇
消防関係者　〇〇〇〇
その他　　　〇〇〇〇

	④事業実施期間
	令和〇年〇月〇日　～　令和〇年〇月〇日

	⑤事業結果と効果
	※事業計画書に記載した「２　事業の内容及び計画」⑥⑦⑧に対して、どのように実施し、どのような成果を得たのか、別途任意の様式により詳細に報告してください。











２　事業費及び負担区分

	事業費

（Ａ+Ｂ）
	負担区分
	備 考

	
	助成金
（Ａ）
	自己負担
（Ｂ）
	

	円
	円
	円
	


（注１）助成金は、算出した額（税込）に100/110を乗じた税抜き額とする（消費税仕入控除税額が消費税額相当の場合）。
（注２）自己負担は事業費から助成金を減じた額。
（注３）消費税は自己負担額に含まれる。
（注４）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入すること。
（注５）消費税仕入控除税額を減額した場合の減額した金額は、消費税額と一致する場合が多い。

３　収支精算
（１）収入の部
	区　　分
	予算額
	備考

	
	
	

	全林協助成金
	円
	

	申請者負担金
	円
	

	計
	円
	


（注１）助成金は、算出した額（税込）に100/110を乗じた税抜き額とする（消費税仕入控除税額が消費税額相当の場合）。
（注２）自己負担は事業費から助成金を減じた額。
（注３）消費税は自己負担額に含まれる。
（注４）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入すること。
（注５）消費税仕入控除税額を減額した場合の減額した金額は、消費税額と一致する場合が多い。

 （２）支出の部
	経費
	金額（円）
	内訳（積算基礎）

	
	
	

	１　謝金（外部技術者）

２　賃金（作業者）

３　技術者給（技術者）

４　旅費（外部技術者と技術者、作業者。ただし宿泊費は外部技術者及び技術者）

５　需用費
（レンタカー利用に伴う燃料代など）

６　役務費
（通信運搬費など）

７　使用料及び貸借料
（機器借上げ費、レンタカー利用料など）

８　委託費


	
	※単価と人数を記入

※単価と人数を記入

※単価と人数を記入

①交通費
②宿泊費


※細目と金額を記入


※細目と金額を記入


※細目と金額を記入


上記１～７の経費のうち該当するものの項目と金額を記入

	合　　計
	円
	


（注１）経費ごとに具体的な内訳（単価×人工数、単価×個数など）を内訳表に記載する。

※複数の申請者が共同申請を行う場合は、上表「（２）支出の部」には合計を記入し、同様式をコピーして各申請者の内訳を添付すること。

４　事業完了（予定）年月日等
　対象となる事業完了（予定）年月日　　令和　　年　　　月　　　日

５　添付書類
支出の確認のために必要な証拠書類の写し
※複数の申請者が共同申請を行う場合は、申請者別に整理した上で、まとめて提出すること
（１）謝金・賃金・技術者給
・謝金（外部技術者）　受領者の氏名・支払者の組織名の入った領収書（写し。時間単価×時間の記入のあるもの）
・賃金（作業者）　受領者の氏名・支払者の組織名の入った領収書（写し。時間単価×時間の記入のあるもの）
・技術者給（技術者）　従事者の氏名、時間単価×時間の記入のあるもの
・謝金・賃金・技術者給については、該当者の従事記録（誰が、いつ、何時間）が分かる日報等


（２）旅費
・旅費は、外部技術者、技術者、作業者の旅費内訳表（別紙１）に整理・記入すること
※公共交通機関利用の場合、行程及び金額の根拠書類として乗換案内アプリ（ジョルダン等）の乗車日時、経路が明確に表示されたもの
※自動車利用の場合、距離・行程の根拠書類として経路検索アプリ（Googleマップ等）で明確に表示されたもの
※宿泊を伴う場合は、宿泊費の領収書。なお、領収書は個人単位で発行してもらい、宿泊日及び宿泊数も含めてもらうこと
・高速道路利用時の領収書
（３）需用費
・レンタカーの燃料代の領収書（燃料代がレンタカー利用料に含まれている場合は、燃料代がわかるもの）等の証明資料（写し）
（４）役務費
・通信・運搬などの各支払内容が明記された領収書（写し）等、各経費の支払内容が明記された領収書（写し）
（５）使用料及び貸借料
・「レンタカー利用料」「機器借上げ料」など、利用・借上げの内容と、期間等が明記された領収書（写し）。レンタカー利用料の場合は、レンタカー利用料に燃料代が含まれていることも可とするが、燃料代がわかるもの。
（７）委託費
・委託契約書の写し（申請時と変更のない場合は不要。ただし申請時に案を提出した場合は正式なものが必要）
・委託費の領収書
・各経費の支払内容が明記された領収書

別記様式第９号「実績報告書」―別紙１

令和７年度林野火災予防緊急対策
外部技術者、技術者、作業者の旅費内訳表

■外部技術者、技術者
	従事者氏名
	

	旅行日
	〇年〇月〇日　～　〇年〇月〇日

	交通費
	宿泊費

	公共交通機関
	自動車（1kmあたり37円）
	単価
	泊数
	計

	起点
	終点
	起点
	終点
	距離
	円
	泊
	円

	

	
	
	
	km
	
	
	

	計　　　　　　　　　　　円
	計　　　　　　　　　　円
	
	
	


※外部技術者または技術者１人ごと、1回の旅行ごとに記入してください。従事者や旅行回数が複数の場合は、必要に応じて記入表をコピーペーストして記入してください。
※交通費、宿泊費の欄は、必要に応じて改行して記入してください。



■作業者
	従事者氏名
	

	旅行日
	〇年〇月〇日　～　〇年〇月〇日

	交通費

	公共交通機関
	自動車（1kmあたり37円）

	起点
	終点
	起点
	終点
	距離

	

	
	
	
	km

	計　　　　　　　　　　　円
	計　　　　　　　　　　円


※作業者１人ごと、1回の旅行ごとに記入してください。従事者や旅行回数が複数の場合は、必要に応じて記入表をコピーペーストして記入してください。
※交通費の欄は、必要に応じて改行して記入してください。


別記様式第９号「実績報告書」―別紙２
環境負荷低減の取組に関するチェックシート
	実施事項
	事業内容に
該当しない☑
	申請時
実施する
☑
	報告時
実施した
☑

	１　適正な施肥
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討する。
	
	
	

	２　適正な防除
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討する。
	
	
	

	３　エネルギーの節減
①　オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める。
	
	
	

	②　省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明・空調の利用節減、ウォームビズ・クールビスの実施、燃費効率のよい機械の利用等）を検討する。
	
	
	

	③　環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討する。
	
	
	

	４　悪臭及び害虫の発生防止
悪臭・害虫の発生防止・低減に努める。
	
	
	

	５　廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分
①　プラスチック等の廃棄物の削減に努め、適正に処理する。
	
	
	

	②　資源の再利用を検討する。
	
	
	

	６　生物多様性への悪影響の防止
①　生物多様性に配慮した事業実施に努める。
	
	
	

	②　排水処理に係る水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）を遵守する。
	
	
	

	７　環境関係法令の遵守等
①　みどりの食料システム戦略（令和3年5月12日付農林水産省・みどりの食料システム戦略本部決定）を理解する。
	
	
	

	②　関係法令※を遵守する。
	
	
	

	③　環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める。
	
	
	

	④　機械等の適切な整備と管理に努める。
	
	
	

	⑤　正しい知識に基づく作業安全に努める。
	
	
	


※関係法令
・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和54年法律第46号）（省エネ法）
・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）（グリーン購入法）等
別記様式第10号（第18第３項関係）

令和７年度林野火災予防緊急対策
消費税仕入控除税額報告書
（文章番号がない場合には削除すること。）
番          号
年　　月　　日

一般社団法人　全国林業改良普及協会　
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　殿
                                　　　所在地
                              　　　　助成対象者
                                　　　代表者氏名 　　　　　　        

　◯◯年◯月◯日付け◯◯第◯◯号をもって助成金の交付決定通知のあった事業について、令和７年度林野火災予防緊急助成金交付規程第17第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　適正化法第15条の助成金の額の確定額						金　　　　　円
（○○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額）

２　助成金の確定時に減額した消費税仕入控除税額				金　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額	金　　　　　円

４　助成金返還相当額（３－２）							金　　　　　円

（注）１　記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（実証事業に要した経費に係る消費税及び地方消費税相当額の全額について、助成金相当額を助成金の額から減額する場合は、（３）の資料を除き添付不要）
なお、実証事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
（１）消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）
（２）付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
（３）３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出すること）
（４）実証事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
２　記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済みの資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

５　当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。

６　当該助成金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）１　記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
なお、事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての　構成員分を添付すること。
・　免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・　新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であることを確認できる資料
・　簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの）
・　補助事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
２　記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場 合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済みの資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

別記様式第11号（第19関係）
全林協第〇〇〇号
令和８年〇月〇日

〇〇〇〇様

一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　
(　公　印　省　略)


令和７年度林野火災予防緊急対策
助成金の額の確定について


令和〇年〇月〇日付け〇〇第〇号の実績報告書の内容に基づき、助成金の額を下記のとおり決定したので連絡します。


記


助成金の確定額　　　　　　　   　金〇〇〇〇円(税抜き価額)


以上
 

別記様式第12号（第25第２項関係）

　　　○○年度
　　　農林水産省所管

○　　○　　補　　助　　金　　調　　書
	国

	地方公共団体名
	
備　考
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記載要領 
１　「補助事業名」欄には、補助事業等の名称のほか、当該補助事業等に要する経費の配分を記載すること。この場合において、経費の配分の記載は、補助条件等によりその変更を禁止され、又はその変更につき承認を要するものとされている経費の配分のみを特記し、その他の経費の配分は、「その他」として一括記載すること。 
２　「科目」欄には、歳入にあっては款、項、目及び節を、歳出にあっては款、項及び目をそれぞれ記載すること。ただし、「補助事業名」欄に特記した経費に対応する地方公共団体の歳出予算の経費が目の内訳の経費であるときは、歳出の「科目」欄には、その目の内訳までを記載すること。 
３　「予算現額」欄には、歳入にあっては当初予算額、追加更正予算額等に区分してそれぞれの額を、歳出にあっては当初予算額、追加更正予算額、予備費支出額、流用増減額等に区分してそれぞれの額を記載すること。 
４　「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。
５　補助事業等に係る地方公共団体の歳出予算額の繰越（歳出予算額の一部又は全部を執行せず、その執行しなかった部分の額に相当する金額を新たに翌年度予算に計上する場合を含む。）が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準じて別に作成すること。
この場合には、歳入の「科目」欄に「前年度繰越金」の区分を設け、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下にそれぞれ国庫補助金額を内書（　）すること。

